
 

 

別紙１ 事前提出資料一覧 

 

※ 「全法人」とは、当該年度に監査を実施する全法人が提出するということであり、当該年度に監査を実施しない

法人については、準備する必要はない。 

 

 

 

事前提出資料 
全法人が 

提出 

該当がある

場合提出 
備 考    

１ 

平成３０年度社会福祉

法人指導監査調書（様

式） 

○  

 

２ 
定款、定款細則 

○（定款） ○（定款細則） 
 

３ 
法人登記簿謄本の写し 

○  
 

４ 
不動産登記簿謄本の写

し 
 ○ 

借地部分に限る。 

５ 
経理規程、理事長専決規

程 
○  

決裁規程 

６ 
給与規程、各手当の諸規

程、退職金規程 
○  

各手当の諸規程、退職金規程は該当があ

る場合に提出 

７ 
旅費規程、費用弁償規程 

 ○ 
 

８ 
固定資産管理台帳 

○  
 

９ 
平成３０年度予算書 

○  
すべての事業区分、拠点区分のものを提

出すること。 

１０ 
平成３０年度事業計画 

○  
 

１１ 
契約に関する書類 

 ○ 
監査調書１１(１)(２)注意書きを参照 

１２ 

預金(債権)残高、借入金

残高証明等、通帳の写し 

※預金残高・借入金の残

高証明は、１金融機関

（１支店）あたりですべ

ての残高が証明された

もので、かつ、そのこと

（１支店ごとにすべて

の残高が記載されてい

ること）が当該金融機関

により証明されたもの

であること 

○  

残高証明等は、法人が保有する、以下の

すべての預金(債権)残高、借入金残高を

証明したもの。 
普通預金、定期預金等、有価証券（国債等）、

借入金 

 

通帳の写しは、平成２９年３月２０日か

ら平成３０年４月３０日まで。 

（上記期間は、平成２９年度会計期間の

前後の会計処理の流れも併せて確認する

ためですので、御了承ください。） 



別紙２ 当日準備する資料一覧 

当日準備資料 
全法人が 

準備（※） 

該当がある場

合に準備 
備考 

１ 別紙１の事前提出資料一式 ○   

２ 

各種規程 

定款（施行細則含む）、経理規程（施行細則含む）、

事務委任（決裁）規程、公印管理規程、役員等

報酬規程、費用弁償規程、就業規則、給与規程、

旅費規程、退職手当規程、施設、事業の管理（運

営）規程、その他法人で定める規程 

○  

 

３ 定款変更認可申請書（写）、定款変更認可書  ○ 平成２９年度

及び平成３０

年度の手続に

かかるものを

準 備 す る こ

と。 

ただし、必要

に応じて平成

２８年度以前

のものについ

て確認するこ

とがある。 

４ 定款変更届出書（写）、定款変更届出受理通知書  ○ 

５ 
基本財産処分承認申請書（写）、基本財産処分承

認通知書 
 ○ 

６ 
基本財産担保提供承認申請書（写）、基本財産担

保提供承認通知書 
 ○ 

７ 

評議員会・理事会の招集手続に関する書類（招

集通知） 

※評議員会・理事会の招集手続きを省略した場

合は評議員及び理事・監事の全員が同意したこ

とを証する書類 

○  

８ 

評議員会・理事会議事録（議案書及び添付資料、

書面評決に関する資料を含む） 

※評議員会、理事会の決議及び報告を省略した

場合は、評議員及び理事・監事の全員が同意し

たことを証する書類 

○  

９ 

評議員の選任及び解任に関する書類（評議員選

任・解任委員会議事録、評議員選任・解任委員

会の議案等） 

○  

１０ 委嘱状、就任承諾書、履歴書等 ○  

１１ 
（外部監査を受審している場合）外部監査結果

報告書等 
 ○ 

 

１２ 
（役員報酬が支払われている場合）勤務実態が

分かる資料 
 ○ 

 

１３ 事業認可書、事業届出書  ○  

１４ 
社会福祉充実計画に関する資料（社会福祉充実

計画、事業や取組の実施状況を記した書類等）  ○ 

社会福祉充実

計画を策定し

た法人のみ 

１５ 
地域における公益的な取組に関する資料（取組

の実施状況を記した書類等） 
 ○ 

 

１６ （株式保有がある場合）当該営利企業の概要  ○  

１７ 
（地方公共団体から不動産の貸与を受けている

場合）不動産の使用許可書 
 ○ 

 

１８ 

（民間から不動産の貸与を受けている場合）不

動産に関する賃貸借契約書  ○ 

基本財産以外

の借地につい

ても準備する

こと。 

１９ 経理規程に定める主要簿及び補助簿 ○   

２０ 
総勘定元帳、仕訳伝票、会計伝票、証憑書類（請

求書、領収書等）一式 
○  

 

２１ 入札関係書類（業者選定、予定価格調書、開札  ○  



 

 

筆記、契約書等） 

２２ 
預金残高証明書、借入金残高証明書、通帳、定

期預金証書、有価証券証書(国債等) 
○  

 

２３ 
（借入金がある場合）金銭消費貸借契約書、償

還計画表 
 ○ 

 

２４ 月次報告書 ○   

２５ 会計責任者、出納職員、現金保管責任者の辞令書 ○   

２６ 
寄付に関する書類（寄附金（物品）贈与契約書、

寄附申込書、寄附金受領書、寄附金台帳等） 
○  

 

２７ 預り金規程、預り金出納簿  ○  

２８ 自己評価、第三者評価に関する資料  ○  

２９ 苦情解決に関する資料  ○  

３０ 広報誌  ○  

３１ その他、必要な書類  ○  

※ 「全法人」とは、当該年度に監査を実施する全法人が提出するということであり、当該年度に監査を実施し

ない法人については、準備する必要はない。 

注） 必要に応じて、上記以外の書類の提出を求めることがある。 


